
市町村財政比較分析表(平成20年度普通会計決算)
広島県 竹原市
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人件費・物件費等の状況

人口1人当たり人件費・物件費等決算額[120,197円]
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給与水準   （国との比較）
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定員管理の状況

人口千人当たり職員数 [7.94人]
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公債費負担の状況

実質公債費比率 [11.8%]
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将来負担の状況

将来負担比率 [54.0%]
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※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。 ただし　人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。
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財政構造の弾力性

人件費・物件費等の
状況

給与水準
   （国との比較）

定員管理の状況

公債費負担の状況

将来負担の状況

類似団体平均

竹原市
※類似団体平均を100とした
　ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、当該団体と同じグループに属する団体
を言う。

※平成21年度中に市町村合併した団体で、合併前の団体ごとの決算に基づく実質公債費比率及び将来負担比率を算出していない
団体については、グラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。

※充当可能財源等が将来負担額を上回っている団体については、将来負担比率のグラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。
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分析欄
【財政力指数】
　財政力指数は平成１４年度から緩やかに増加の傾向（平成１４年度０．６５）にあ
り，また類似団体平均を上回っている。しかしながら，本市の人口は昭和５５年を
ピークに減少し，少子高齢化が進み，また，厳しい経済情勢を反映して市税は減少
傾向にあるなど，本市の財政状況は厳しい状況にある。こうした中，平成１６年１０
月に「竹原市緊急行財政対策プログラム」を，本プログラムに沿った着実な改革の
推進に努めている。また，平成１８年度には「竹原市集中改革プラン」を策定し，更な
る行財政改革を推進している。

【経常収支比率】
　「職員定員管理計画」に基づく人員削減，事業の緊急性・必要性を精査し，市債の
発行額を抑制することによる公債費の縮減など，義務的経費の削減を図っている。
　一方で，市税の減少や扶助費の増により，経常収支比率は平成１４年度から９
０％を超え，平成２０年度は前年度から若干回復したものの，９４．７％と依然として
高率となっており，財政構造の硬直化が進んでいる状態にある。今後においても，

人件費の削減，内部管理経費の削減を行うとともに，限られた自主財源を確保する
観点から，滞納発生の防止，納付促進に努め，収納率の向上を図っていく。

【人口１人当たり人件費・物件費等決算額】
　類似団体の平均値と比較し，低い数値となっている。今後とも行財政改革を推進
し，縮減に努める。

【ラスパイレス指数】
　類似団体の平均と比較して高い水準となっている。今後においては，公務員制度
改革の動向等を見据える中で，給与水準の適正化に努めていく。

【将来負担の状況】
　本市の地方債現在高は減少しており，平成２０年度末現在９，０２０百万円で，前
年度と比較し，４４１百万円（４．７％）の減となっている。一方で，基金残高は，平成

２０年度末現在３，１２２百万円で，財政調整基金の積立等により前年度と比較し，９
１百万円（３．０％）の増となっている。地方債残高については，他団体と比較しても
低い数値となっており，引き続き施策の集中と選択，財源の計画的及び重点的配分
を行うことにより，財政の健全化に努めていく。

【実質公債費比率】
　類似団体の平均と比較し低い数値となっている。今後においても施策の集中と
選，財源の計画的及び重点的配分を行うことにより市債の発行額の抑制に努めて
いく。

【人口１，０００人当たり職員数】
　平成１５年度策定の「職員定員管理計画」に基づき人員削減を実施した結果，類
似団体と比較し少ない職員数となっている。今後においても，事務事業の創意工夫
や適正な人員配置，民間委託の推進などにより，適正な定員管理を図っていく。


